
 

平成２７年度トラブルシューター養成セミナーアドバンスコース 

「事例研究」に係る各グループの意見発表まとめ 
（※発表を聞きながら打ち込んだ為、記載もれ等があるかもしれません。ご了承ください） 

 

 

１．ワーク①「初動を考える」 

   

 

 

 

 

 

各グループからの意見 

・警察署で本人に面会（家族と） 

・取調べの録音録画を警察に依頼 

・弁護人がついているかの確認 

・家族に状況確認 

・被害者に謝りにいく 

・定着支援センターに相談 

・民生委員に相談 

・生活福祉課、保護課へ相談 

・障がい福祉課へ連絡 

・家族の意向確認 

・今後の流れを確認 

・帰住先確保や障がい者手帳取得 

  

上記発表を受けての弁護士及び定着支援センターからの助言・アドバイス 

・（弁護士）起訴前の段階では、家族と行っても面会させてもらえないことがあった。

起訴後は可能。 

・（弁護士）国選弁護人については、面会時にご本人からその有無や氏名を聞いても

よい。ご本人がそれらを覚えていない場合、警察に聞くこともできる。 

 

※どうしても「面会させてもらえない」「国選弁護人が分からない」という時は、 

長崎定着へ相談を 

 ○長崎県地域生活定着支援センター： 

   TEL：０９５－８１３－１３３２ 

   メール：nagasaki-teichaku@onyx.ocn.ne.jp 
 

「A さん逮捕」と家族から連絡が入りました。 

トラブルシューターとして。 

どんな初動が考えられますか？ 

記録：長崎県地域生活定着支援センター（藤高） 

mailto:nagasaki-teichaku@onyx.ocn.ne.jp


２．ワーク④「起訴・公判」 

   

 

 

 

 

 

 

各グループからの意見 

・弁護人との情報共有 

・釈放後の受入先を探す 

・仮に受刑した後の受入先を確保することで本人の安心感へつなげる 

・行政等関係機関と情報共有 

・手帳取得などサービス取得に動く 

・本人との面会（信頼関係作り・トラブルシューターとして何が出来るか） 

・弁護人の福祉への理解を深める 

・発語をサポートできる人材を探す 

・釈放後、家族等が信頼できる機関や人を多く作る 

・弁護士との信頼を築きネットワークを拡げる 

・家族の意向確認 

 

上記発表を受けての弁護士及び定着支援センターからの助言・アドバイス 

・（弁護士）福祉サイドから情報提供があれば弁護士としては助かる。 

・（弁護士）弁護士の福祉に対する理解度は人によって温度差があるので、浅い場合は深

める取り組みが必要。 

・（弁護士）IQ をまず調べる必要がある（どの程度の IQ であればどれくらいの能力なの

か、が弁護士には分からない） 

・（弁護士）弁護士がご本人と意思疎通を図れないかもしれないので、福祉の側からも早

く弁護士にアクセスし、情報提供をいただきたい。 

 

※どうしてもうまくいかないときは、長崎定着へ相談を 

 ○長崎県地域生活定着支援センター： 

   TEL：０９５－８１３－１３３２ 

   メール：nagasaki-teichaku@onyx.ocn.ne.jp 

 

 

 

A さんは起訴され、「拘置所」に身柄を移されました。 

裁判までは１～２ヶ月時間があります。 

トラブルシューターとして。 

次に。どんな初動が考えられますか？ 

mailto:nagasaki-teichaku@onyx.ocn.ne.jp


３．ワーク⑪「全体共有しよう」 

 

 

 

 

 

 

グループ 課題 解決策 機関・人材 

１ 

・収入源の確保 ・生活保護や障がい年金の申請、成年後見利用 ・生活福祉課など 

・住居の確保 ・更生保護施設や GH の利用 ・更生保護施設・GH 

・職をどうするか ・就労施設の体験利用（B 型や生活介護） ・就労支援事業所 

・身元保証人について ・相談支援事業所をキーパーソンとして活用 ・相談支援事業所 

・福祉サービスについて ・ヘルパーの利用 ・ヘルパー事業所 

・地域の理解 
・包括支援センターや民生委員との連携 

・消防団への加入 

・包括支援センター 

・民生委員 

・消防団 

・対人面の問題   

・定着との連携 ・定着や弁護士などによるアフターフォロー 
・定着支援センター 

・弁護士 

・医療との連携 ・精神科に通院しカウンセリングを受ける ・精神科病院 

・再犯予防 ・保護観察所のプログラム受講 ・保護観察所 

・今後の医療の連携 ・健康維持のため ・病院 

・本人・家族の意向再確認   

２ 

・余暇の充実 
・相談相手や成年後見人をつける ・警察・成年後見人 

・再犯防止 

・福祉サービスの申請 ・日中の活動事業所を見つける 

・相談支援事業所が関与する 

・ヘルパー 

・各行政機関と連携 ・障がい福祉から高齢福祉へ移行 

・生活費の確保・管理 

・成年後見人をつける 

・生活保護の申請 

・金銭管理（権利擁護事業） 

・成年後見人 

・生活福祉課 

・住居の問題 ・自立準備ホームを利用する ・自立準備ホーム 

・家族との関係修復・キーパーソン作

り 
・地域行事への参加促し 

・民生委員 

・消防署への相談 

・地域での受け入れ、協力体制作り ・町内会行事への参加 ・町内会 

・かかりつけ医の不在 ・かかりつけ医の確保 ・政治力を活用 

３ 

・収入の問題 ・障がい年金や生活保護の申請 

・障がい福祉課 

・生活福祉課 

・年金事務所 

・住む場所の確保 

・更生保護施設の利用 

・障がい者 GH の利用 

・老人保健施設の利用 

・障がい福祉課 

・生活福祉課 

・包括支援センター 

・年金事務所 

・不動産業者 

・ホームレス支援団体 

・相談できる場所づくり 

・保護者の協力 

・後見人や支援者など中心的に関わる人物を決め

る 

・トラブルシューター 

・保護司 

・民生委員 

・日中活動をどうするか ・介護保険サービス（日中）の利用 ・介護保険サービス提供事業所 

・余暇活動の支援 ・情報提供（意思決定支援）  

・地域の理解 
・定着の後援会の実施 

・トラブルシューターの啓発活動 

・地域のサロン 

・定着支援センター 

A さんが刑務所出所後、地域に戻って安定して暮らすための、 

 ①課題   

②解決策 

 ③解決策を実践するための機関・人材 

について 



グループ 課題 解決策 機関・人材 

４ 

・家族との関係が薄い 

・放火を繰り返す 

・精神科に相談をする 

・カウンセリングを受ける 

・穏やかに過ごせる場所を確保する 

・精神科病院 

・仕事が長続きしない ・就労継続支援 B 型や生活介護の利用 
・就労継続支援事業所 

・生活介護事業所 

・家族からの支援が得られない ・受給者証などの取得支援 ・相談支援事業所との連携 

・就労は困難 

・介護保険利用に至らない可能性あり 
・介護保険サービス利用を見据えた事前準備 ・高齢福祉課等 

・家族が面倒をみきれない ・救護施設につなぐなど ・救護施設 

・出所時に所持金がないのではないか 
・障がい年金の申請 

・金銭管理サービスを利用する 
・成年後見など 

・体調面でのケアが必要 ・精神科を受診しカウンセリングを受ける ・精神科病院 

・余暇活動 ・シルバー人材センターに登録する ・シルバー人材センター 

５ 

・居住場所について 

・施設を利用するかアパートに入居する 

  ⇒保証会社や社会福祉法人の代表を保証人

とすることができる 

  ⇒GHに入居する際の区分認定でサービスの

選択肢が広がる 

・グループホーム 

・アパート 

・入所施設 

・所得について 
・生活保護を受給する 

・金銭管理のサービスを利用する 

・生活福祉課等 

・社会福祉協議会 

・成年後見制度 

・日中活動 ・包括支援センターや相談支援事業所に相談する 
・包括支援センター 

・相談支援事業所 

・医療について 

・福祉につながった段階でヘルパーやケアマネに

相談する 

  ⇒年齢的に介護保険利用になるかどうかの

はざまなので、支援チームの人間が間に入

る 

・ヘルパー 

・ケアマネ 

６ 

・集団でのトラブルが多い 

・放火を繰り返している 
・更生保護施設や相談支援事業所を利用する 

・更生保護施設 

・相談支援事業所 

・兄弟の理解がない ・成年後見人をつける ・成年後見制度 

・福祉の利用経験がない ・障がい福祉課等へ相談する 

・障がい福祉課 

・ハローワーク 

・就業・生活支援センター 

・医療受診ができていない ・SW や PSW に相談し医療機関受診につなげる 

・SW 

・PSW 

・病院 

・地域の理解が難しい ・地域に溶け込んでいく 

・近隣住民 

・包括支援センター 

・民生委員 

・町内会 

・定着支援センター 

・世話好きのおばちゃん 

 

 

 

 

 

 

 

☆各グループの発表に関連して 

提供のあった「マメ情報」は次ページ 



☆発表に関連するマメ情報★ 

１．受刑中からの成年後見制度の利用について（弁護士より） 

   ⇒ 受刑中でも成年後見制度を利用することができる 

２．「株式会社まつしん」の自立準備ホームについて（まつしん様より） 

   ⇒ 利用に関しては、まず保護観察所を通していただき、その後、連絡をいただければ対応可。 

３．「福祉的支援協力事業所協議会」について（民生会様より） 

   ⇒ 入会に関する問い合わせは、基本的に民生会、または定着支援センター、県育成会まで。 

４．シルバー人材センターについて 

   ⇒ 高年齢者の「生きがいのある就業」を支援する機関。必ずしも一定した収入は保障されないが、

余暇活動や互助会（囲碁クラブ等）などにも利用できる。 

５．救護施設について 

   ⇒ 生活保護法に定められた施設。長崎県内には、長崎市内に２か所（「彦山の森」・「あいこう園」）、

佐世保市に１か所（「あじさい」）の計３か所ある。基本的には生活保護を受けている者で、施設

側が利用可であれば、障がい・高齢の有無を問わず入所できる。ただし場合によっては上記手続

きを経ない「急迫保護」も可能。 

６．更生緊急保護について 

   ⇒ 刑事施設から身柄を釈放されて６か月以内に保護観察所に申し出れば、緊急に、更生保護施設の

利用や衣類、金品の供与などを受けることができる制度。 
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【あ】 

言渡しの日（いいわたしのひ） 

事件を起こした者が、裁判で判決を言い渡され

た日のこと。 

委託保護（いたくほご） 

更生保護施設が保護観察所長の委託に基づき

保護を行うこと。 

一時保護事業（いちじほごじぎょう） 

更生保護事業の一つ。保護を必要とする者を

更生保護施設に収容することなく、帰住のあ

っせん、金品の給与、貸与、生活の相談等を

行うこと。各都道府県にある「更生保護協会」

が実施している。 

一部執行猶予制度（いちぶしっこうゆうよせいど） 

初入者及び薬物使用者に対して３年以下の懲

役又は禁錮の言い渡しをする際に、その一部

の期間を刑事施設に収容して執行することと

し、残りの刑の執行を１年以上５年以下の期

間猶予する制度。仮釈放においては、一定の

期間服役後、受刑者に「改悛の状」があると

き、地方更生保護委員会がその許否を決定す

るのに対して、刑の一部執行猶予においては

裁判所が判決に際して言い渡す。刑の一部の

執行猶予を取り消されることなく猶予期間を

経過した時は、その刑の執行が猶予されてい

ない期間を刑期とする懲役又は禁錮の刑に減

軽するとともに、当該期間の刑の執行が終了

した時点で刑の執行を受け終わったものとさ

れる。 

例えば、「懲役３年、うち１年を２年間保護

観察付きの執行猶予」という宣告の場合、２

年間を刑務所内で服役した後、一部執行猶予

の期間である２年間を無事経過すれば、刑の

執行を受け終わったものとされる。 

なお、執行猶予期間中の保護観察について、

薬物使用者に対しては必ず付し、初入者に対

しては付することができるものとされている。 

 

 

 

図１ 一部執行猶予制度の仕組み 

 

 

 

 

 

 

一般刑法犯→「刑法犯」 

一般遵守事項（いっぱんじゅんしゅじこう） 

 すべての保護観察対象者が保護観察期間中に守

らなければならない事項。一般遵守事項・特別

遵守事項に違反した場合は仮釈放取消等の「不

良措置」がとられる。 

参考：特別遵守事項 

一般調整（いっぱんちょうせい） 

特別調整でない従来の生活環境調整制度のこ

と。 

参考：特別調整、特別調整対象者 

医療刑務所（いりょうけいむしょ） 

身体・精神上の疾病や障がいがある受刑者を

収容する施設。薬物やアルコールの依存症も

対象となる。身体、精神疾患等の者を収容す

る施設として東京都八王子市・大阪府堺市に、

精神疾患等の者を収容する施設として愛知県

岡崎市・福岡県北九州市の、全国に４か所に

設置されている（平成２１年４月現在）。 

引致（いんち） 

  一般的には、身体の自由を拘束した者を一定の

場所又は一定のところへ強制的に連行するこ

とをいう。保護観察所における引致は、保護観

察対象者に遵守事項を遵守しなかったことを

疑うに足りる十分な理由がある場合等に仮釈

放の取消しの申出等の前提として、所要の調査

をするため、保護観察対象者を強制的に保護観

察所等一定の場所に連行する必要がある場合

にとられることが多い。 

恩赦（おんしゃ）  

行政権によって、国の刑罰権を消滅させ、裁

用 語 集 

（平成 24 年度版「地域生活定着支援センターガイドブック」より：一部改変・加筆） 
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判の内容を変更させ、または裁判の効力を変

更もしくは消滅させる制度であり、大赦・特

赦・減刑・刑の執行の免除・復権の５種類が

ある。 

 

【か】 

確定の日（かくていのひ） 

判決内容が確定する日。通常は言渡しの日か

ら１５日目であり、判決内容に不服がある場

合、言渡しの日から確定の日までの１５日間

であれば上訴できる。 

家庭裁判所調査官→「少年審判」 

仮釈放制度（かりしゃくほうせいど） 

受刑者を刑期満了前に釈放し、円滑な社会復

帰を促進すること等を目的とする制度。_有期

刑３分の１、 無期刑１０年を経過している

こと、_改悛の状があることが要件となってお

り、「引受人」「帰住地」があることも重要

な考慮要素となる。 

参考⇒ダイバージョン、保護観察、満期釈放 

科料（かりょう・とがりょう） 

 財産刑（財産の剥奪を内容とする刑罰）の一種。

金額は１，０００円以上１万円未満であり、刑

罰の中で最も軽い。科料を完納することが出来

ない者は労役場に留置され労役を行う。 

参考⇒労役場 

観護措置（かんごそち） 

観護措置は、家庭裁判所が調査・審判を行う

ために、少年の心情の安定を図りながら、そ

の身柄を保全するための措置である（少年法

第１７条第１項）。観護措置には、家庭裁判

所調査官の観護に付する措置と、少年鑑別所

に送致する措置とがある。 

参考⇒少年審判、審判、保護処分 

帰住予定地（帰住地）（きじゅうよていち（きじゅ

うち）） 

 刑務所等を退所した後、本人が帰ろうとしてい

る場所のこと。 

起訴（公訴の提起） きそ（こうそのていき） 

 検察官が裁判所に対して、被疑者が犯人だとし

て刑事裁判を求めること。「公訴の提起」とも

いう。裁判にかけることを「起訴」、かけない

ことを「不起訴」という。起訴によって対象者

が「被疑者」から「被告人」に変わる。 

起訴猶予（きそゆうよ） 

不起訴処分の一種。起訴に十分な客観的な証

拠があり、起訴する条件がそろっていても、

被疑者の性格・年齢・境遇・情状等を考慮し

て、検察官の裁量で起訴しないこと。 

参考⇒更生緊急保護、ダイバージョン、不起訴 

逆送（ぎゃくそう）  

少年の事件は基本的に家庭裁判所にて審判が

行われるが、死刑、懲役、禁錮に当たる事件

で、同所の審判により、事件の性質や情状か

ら保護処分には適さず、成人と同じような刑

事処分が適当と判断した場合に、検察官に送

致されること。「検察官送致」とも呼ばれる。

送致された少年は成人と同じように公開の法

廷で裁判が行われる。平成１２年の少年法の

改正により１６歳未満の少年でも逆送して刑

事処分の対象となることが可能となった。 

矯正管区（きょうせいかんく） 

  矯正施設の適切な管理、運営を図るために設け

られた法務省の地方支分部局。札幌、仙台、東

京、名古屋、大阪、広島、高松、福岡の８矯正

管区が設置されている。 



- 3 - 

 

矯正施設（きょうせいしせつ） 

刑務所、少年刑務所、拘置所、少年院、少年

鑑別所及び婦人補導院の総称。 

 ⇒刑事施設、刑事収容施設 

 

図２ 矯正施設・刑事施設の範囲 

 

 

 

 

 

 

 

協力雇用主（きょうりょくこようぬし） 

犯罪や非行歴のある人を積極的に雇用し、そ

の立ち直りに協力する民間の事業者。全国に

８，４７１の協力雇用主がいる（平成２２年

２月現在）。 

禁錮（きんこ）  

自由刑（施設に拘禁して自由を剥奪する刑罰）

の一種。懲役と違い義務としての刑務作業は

科されない。 ただし、本人の申出によって

刑務作業につくことは認められており、禁錮

受刑者のほとんどが就業している。懲役と同

様に「有期禁錮」と「無期禁錮」がある。過

失犯に科される傾向が多い。 

虞犯少年（ぐはんしょうねん） 

 ２０歳未満で、まだ罪を犯していないが、保護

者の正当な監督に従わない等の不良行為があり、 

その性格や環境からみて、将来罪を犯すおそれ

のある者。 

参考⇒触法少年、犯罪少年 

刑期起算日（けいききさんび） 

刑期計算上の初日のこと。拘禁中の者につい

ては、裁判の確定の日。上訴の放棄または取

下げによって裁判が確定する時は、その申立

書または取下書を所長又は代理者に提出した

日。拘禁されていなかった 

者については、拘禁された日。 

刑事裁判（けいききさんび） 

刑事事件について、被疑者を検察官が起訴す

ることによって始まり、起訴状に書かれた事

実を証拠に基づいて判断し、被告人を有罪と

認めたときは、どのような刑罰を科すのが適

当かを審理する手続き。 

参考⇒民事裁判 

刑事施設（けいじしせつ） 

刑務所、少年刑務所及び拘置所の総称。現在、

全国に７７か所設置されており、うち少年刑

務所、拘置所はそれぞれ７か所、８か所ある

（平成２１年４月現在）。 

参考⇒矯正施設、刑事収容施設 

刑事収容施設（けいじしゅうようしせつ） 

刑事施設、都道府県警察に設置される留置施

設、海上保安留置施設の総称。 

参考⇒矯正施設、刑事施設 

刑事収容施設法（けいじしゅうようしせつほう） 

正式には「刑事収容施設及び被収容者等の処

遇に関する法律」。 

平成１７年に制定された刑事収容施設の管理

運営及び被収容者の処遇等について規定した

法律。それまで刑務所における受刑者は、明

治４１年に制定された「監獄法」に基づいて

処遇されていたが、被収容者の権利保障や受

刑者処遇の原則や内容が不十分な点等の理由

から、今日的な行刑とはそぐわないものとな

っていた。平成１５年に設置された「行刑改

革会議」の提言が契機となり制定へ結びつい

た。 

特徴としては_刑事施設の管理運営の透明化、

_受刑者の権利義務、職員の権限の明確化、_

受刑者の改善更生及び円滑な社会復帰を図る

ための矯正処遇の内容等を明確に示したこと

等がある。特に受刑者処遇の目的として社会

復帰を原則とすることが明示されたことで、

「作業」のみを義務づけていた処遇から、改

善指導等の教育的な処遇の充実が図られるよ

うになった。 
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継続保護事業（けいぞくほごじぎょう） 

更生保護事業の一つ。保護を必要とする者を

更生保護施設に収容して、宿所および食事の

供与、社会生活に適応させるために必要な生

活指導等を行うこと。 

刑罰（けいばつ） 

犯罪を行った者に対して法律上科せられる制

裁。日本では刑の重い方から、死刑、懲役、

禁錮、罰金、拘留、科料がある。 

刑法犯（けいほうはん） 

刑法及び次の法律（特別法）に規定する罪を

犯した者。 

「一般刑法犯」とは、刑法犯全体から交通事

故の場合の自動車運転過失致死傷等を除いた

者。これらは過失犯であり量的にも多く数の

変動があるため、全体の傾向を正確に知るた

めに使用される。「特別法犯」とは刑法犯以

外の特別法上の罪を犯した者。 

 

 

 

 

 

 

刑名（けいめい） 

死刑・懲役・禁錮・拘留・罰金・科料等の刑

罰の名称。 

参考⇒罪名 

経理作業（けいりさぎょう） 

刑事施設で受刑者に課される刑務作業の一つ

であり、刑事施設を自営していく上で必要な

炊事（受刑者等に食べさせる食事を作る係）、

洗濯、清掃等の作業を指す。刑事施設内にお

いて、ある程度の作業成績や受刑態度、能力

を認められた受刑者に対し、これらの作業を

行わせることが多い。 

検挙（けんきょ） 

犯罪について被疑者を特定し、送致・送付又

は微罪処分に必要な捜査を遂げることをいう。

逮捕と違い身柄の拘束は伴わない。 

参考⇒逮捕 

検挙件数（けんきょけんすう） 

認知された事件の被疑者が判明し、検察庁へ

送致された件数。警察による事件解明を示す

指標となる。 

原告（げんこく） 

民事訴訟（行政訴訟も含まれる場合もある）

を提起した側の当事者のこと。対義語は「被

告」。 

参考⇒被告人 

抗告（こうこく） →「裁判のしくみ」 

更生緊急保護（こうせいきんきゅうほご） 

満期釈放者等に対して、その者の申出に基づ

いて、食事・衣料・旅費等を与え、又は更生

保護施設に委託するなどの緊急の措置を講ず

るもの。刑事上の手続又は保護処分による身

体の拘束を解かれた後６か月を超えない範囲

内において行われるが、特に必要があると認

めるときは、更に６か月を超えない範囲内に

おいて行うことができる。 

このような特別な保護を講じているのは、拘

束を解かれて自由の身になっても、様々な事

情により当座の衣食住にも窮して再び犯罪に

陥る者が少なくないからである。 

「更生緊急保護」の必要が認められるとき又

は満期釈放者等が希望するときには、刑事施

設の長等から「保護カード」が交付される。

保護観察所長は、カードの交付を受けた者が

このカードを提示して更生緊急保護を申出た

ときは、事情を調査して更生緊急保護の措置

を選定する。 

参考 ⇒起訴猶予、執行猶予、満期釈放 

 

図３ 更生緊急保護の対象者 
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更生保護（こうせいほご） 

罪を犯した者や非行のある少年が、再び罪を

繰り返すことなく、社会内において善良な一

員として自立できるように適切な処遇を行い、

犯罪や非行に陥ることがないよう、改善更生

を行うこと。保護観察、更生緊急保護、仮釈

放、仮退院等の対象者への措置及び諸活動を

指す。 

社会内において様々な関係者、社会資源等と

連携して処遇されることから、「社会内処遇」

とも言われる。地方更生保護委員会・保護観

察所の公的機関のみではなく、実質的な活動

を担う更生保護法人及び保護司の民間関係者、

あるいはBBS 会・更生保護女性会の民間ボラ

ンティアが協力した、「官民共働」による活

動が大きな特徴である。 

更生保護施設（こうせいほごしせつ） 

矯正施設退所者や保護観察を受けている人等

の内、頼るべき人がいない等の理由で直ちに

自立更生することが困難な人に対して、一定

期間、宿泊場所や食事を提供したり、就職指

導や社会適応のために必要な指導を行う等し

て、円滑な社会復帰を手助けする施設。全国

に１０４施設あり、法務大臣の認可を受けた

民間の更生保護法人や社会福祉法人、NPO 法

人等によって運営されている（平成２２年１

０月現在）。 

参考 ⇒自立準備ホーム 

更生保護女性会（こうせいほごじょせいかい） 

犯罪や非行をした人たちの立ち直り支援や、

地域の犯罪・非行の予防活動、子育ての支援

活動等を行う、 

女性のボランティア団体。全国で１，３０９

団体、約１９万人の会員がいる（平成２１年

４月現在）。 

控訴（こうそ） →「裁判のしくみ」 

拘置所（こうちしょ）  

主に被疑者、被告人等の身柄を収容する施設。 

参考⇒被疑者、被告人 

 

拘留（こうりゅう）  

自由刑の一種。１日以上３０日未満の間、刑

事施設に拘置される。禁錮と同様に義務とし

ての刑務作業は科されない。 

勾留（こうりゅう） 

 罪を犯したことが疑われ、かつ、住居不定、罪

証隠滅のおそれ、逃亡のおそれのいずれかの理

由から、捜査を進める上で身柄の拘束が必要な

場合に、検察官の請求に基づいて裁判官が勾留

状を発付して行う強制処分。原則１０日であり、

やむを得ないときは１０日（内乱罪等の場合に

は１５日）を限度に延長できる。 

国選弁護制度（こくせんべんごせいど） 

被告人が貧困その他の理由で自ら弁護人を依

頼できない場合に、被告人の正当な利益を保

護するために、被告人からの請求によって国

がその費用で弁護人を選任する制度。 

参考⇒被疑者国選弁護制度、当番弁護士制度 

 

図４ 弁護人の違い 

 

 

 

 

 

 

コラージュcollage  

コラージュ（    ） 

雑誌や広告・新聞等から写真や絵を切り抜き、

台紙に貼って１枚の作品を作成させる美術の

表現方法の一種。作成する過程で達成感を味

わったり、無意識的な自己を認識する一助と

する。行動観察として少年鑑別所で実施され

ている。 

 

【さ】 

在所証明書（ざいしょしょうめい） 

刑務所に入所していたことを証明する証明書。

住民票を更生保護施設の住所に移す際や、入
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所中に更新期間が切れている免許証等の更

新・再発行や保険証等の支払い免除のための

申請等に必要な書類。 

裁定（通算）（さいてい（つうさん）） 

 未決通算の一つ。裁判所の裁量によって未決

勾留の日数全部又は一部を刑に算入すること

ができる。裁定通算の日数は、判決の主文に

おいて明示される。 

参考⇒法定（通算）、未決通算 

裁判の仕組み（さいばんのしくみ） 

わが国では正しい裁判を実現するために、三

つの審級の裁判所を設けて、当事者が望めば、

原則的に３回までの反復審理を受けられる三

審制を採用している。 

事件の内容によって、地方裁判所、簡易裁判

所、家庭裁判所で最初の裁判（第一審）が行

われる。第一審の判決に不服のある者は上級

の裁判所に不服申立ができ（第二審）、第二

審の判決にも不服がある者はさらに上級の裁

判所に不服申立ができる（第三審）。最高裁

判所は終審の裁判所であるので、その裁判は

最終のものとなる。 

第一審から第二審への不服申立を「控訴」（少

年法では「抗告」）、第二審から第三審への

不服申立を「上告」という。 

図５ 裁判の仕組み 

 

7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

罪名（ざいめい） 

殺人罪・放火罪のように、犯罪の種類を表す

名称。 

参考⇒刑名 

作業報奨金（さぎょうほうしょうきん） 

刑務作業に対する報奨金。日本では賃金制は

採用されておらず、平成２２年度では１人平

均４，５３３円／月になる（『犯罪白書平成

２３年度版』）。原則として釈放され社会に

戻る際に支給される。 

試験観察（しけんかんさつ） 

少年に対する処分を直ちに決めることが困難

な場合、適当な期間、家庭裁判所調査官の観

察に付すこと。「在宅の試験観察」と、民間

の篤志家や施設等に住み込みながら指導を受

ける「補導委託」に分かれる。 

示談（じだん） 

犯罪により生じた財産的被害の賠償について、

当事者同士で話し合うこと。損害賠償、謝罪

等が受け入れられ、示談が成立している場合

は、被害者が加害者を許していること（宥恕）

の表れの一つとして、被告に有利な量刑とな

りうる。 

執行猶予（しっこうゆうよ） 

裁判所が刑を宣告した場合において、刑の執

行 を一定期間猶予し猶予期間を無事経過し

た時は、その刑を免除する制度。執行猶予中

は保護観察に付することもできる。 

参考⇒更生緊急保護、ダイバージョン、保護観察 

指定帰住地（していきじゅうち） 

矯正施設から仮釈放等になって社会復帰する

者が、そこに帰って生活することを指定され

る場所のこと。 

指定更生保護施設（していこうせいほごしせつ） 

「高齢又は障害により特に自立が困難な矯正

施設出所者等を保護する指定更生保護施設」

の指定を受けた更生保護施設のこと。特別な

支援を行うために、福祉の専門職が配置され

ており、全国で５７か所が指定を受けている

（平成２７年１１月現在）。 
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指導監督→「保護観察」 

児童養護施設（じどうようごしせつ） 

保護者がいない、虐待されている等、家庭に 

おける養育が困難で保護を必要としている子

供を入所させ、その自立を支援することを目

的とする施設。少年法による保護処分の一つ

に「児童自立支援施設等送致処分」がある。

全国に５９９か所設置されている（平成２６

年７月現在）。 

社会復帰促進センター→「PFI 刑務所」 

社会復帰調整官（しゃかいふっきちょうせいかん） 

保護観察所において心神喪失者等医療観察法

の対象者の生活環境の調整及び精神保健観察

に従事する者。制度発足に伴い新たに配置さ

れ、全国で１１２人配置されている（平成２

２年７月現在）。 

参考⇒心神喪失者等医療観察法 

釈放事由（しゃくほうじゆう） 

仮釈放や満期釈放等、身柄拘束を解かれた理

由を指す。 

就業支援センター→「自立更生促進センター構

想」 

終身刑 

受刑者を生涯刑事施設に拘禁する刑罰。仮釈

放の可能性が認められていない「無期刑」で

あり、わが国の現行法では存在していない。

米国や豪州の一部の州、オランダ、中国等で

採用されている。社会復帰がなく受刑者に絶

望感を抱かせるという人道的な見地からの批

判もある。 

準初入（じゅんしょにゅう） 

 再犯加重の要件を満たさない者のうち、入所度

数が２回以上で５年間再犯をしていない者の

こと。「準初○入」と記載される。 

参考入所度数、累犯 

上告（じょうこく） →「裁判のしくみ」 

常習累犯窃盗 

窃盗罪・窃盗未遂罪にあたる行為を常習的に 

する罪。過去１０年間に３回以上これらの罪

で懲役刑を受けた者が、新たに罪を犯すと成

立する。３年以上の有期懲役とされ、一般の

窃盗罪よりも重い。 

少年院 

家庭裁判所から保護処分として送致された者

等を収容し、矯正教育を実施する施設。年齢、

犯罪傾向の程度、心身の状況によって、第一

種少年院・第二種少年院・第三種少年院・第

四種少年院に分かれる。 

在院者の成長発達を促し、社会生活に適応す

るための改善更生を目指す教育が中心となる。

「生活指導」「職業補導」、義務教育や高校

教育を行う「教科教育」等が実施され、円滑

に社会生活に適応するための進路指導や各種

心理療法も行われている。 

少年院の収容期間は原則として２０歳までで

あるが、個々の少年の収容期間は家庭裁判所

からの勧告等を踏まえ、少年院で計画される。

全国に５２か所（分院含む。内女子の少年院

９か所）設置されている（平成２７年１２月

現在）。 

 

図６ 少年院の種類 

 年齢 心身の状況 
犯罪傾向の 

程度 

第一種少年院 
おおむね１２以上 

２３歳未満 
著しい故障なし 

― 

第二種少年院 
犯罪傾向が 

進んでいる 

第三種少年院 
おおむね１２以上 

２６歳未満 
著しい故障あり ― 

第四種少年院 
少年院において 

刑の執行を受ける者 
― ― 

 

少年鑑別所（鑑別所） 

主として家庭裁判所から観護措置の決定によ

って送致された少年を収容するとともに、そ

の心身の状態を科学的方法で調査・診断し、

非行の原因を解明して処遇方針を立てるため

の法務省所管の施設である。 

少年審判 

非行少年（２０歳未満の男女）は、１４歳以

上２０歳未満の刑罰法令違反者（犯罪少年）、

１４歳未満の刑罰法令違反者（触法少年）及

び将来刑罰法令に触れる行為をするおそれの

ある少年（虞犯少年）とに分かれる。 
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すべての少年事件は一旦家庭裁判所に送られ

（「家裁送致」）、更生のための処遇が決定

される。担当の裁判官は心理学、社会学、教

育学等の専門家である家庭裁判所調査官に命

じ、少年の非行の動機や背景、家庭の問題等

について調査する。必要であれば少年鑑別所

における「観護措置」も実施される。 

家庭裁判所は家庭裁判所調査官の調査や少年

鑑別所の報告を総合し「審判」によって少年

の処分（保護処分）を決定する。 

参考⇒観護措置、審判、保護処分 

 

図７ 少年審判の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処遇指標 

受刑者の属性及び処遇の種類及び内容を示す

指標。受刑者は刑執行開始時に、医学、心理

学、教育学等の専門的知識に基づく処遇調査

が行われ、処遇指標が指定される。  

 

図８ 矯正施設における作業・指導 

 

 

 

触法少年（しょくほうしょうねん） 

 実質的には罪を犯しているが、その行為の時

１４歳未満であったため、刑法上、罪を犯し

たことにはならないとされている者。 

参考⇒虞犯少年、犯罪少年 

自立準備ホーム 

少年院出院者や刑務所出所者のうち身寄りの

ない者を受け入れる施設。保護観察所に登録

されたNPO法人や社会福祉法人が出所者等を

受け入れ、生活場所を提供する。サテライト

型の更生保護施設として職員が巡回している。 

参考⇒更生保護施設 

自立更生促進センター構想 

この構想は、親族や民間の更生保護施設では

受け入れ困難な刑務所退所者等に対し、一時

的な宿泊場所を提供するとともに、保護観察

官が直接、濃密な指導監督と手厚い就労支援

を行うことにより、これらの者の改善更生を

助け、再犯を防止することを目的とする。 

このうち、特定の問題性に応じた重点的・専

門的な社会内処遇を実施するものを「自立更

生促進センター」、主として農業等の職業訓

練を行うものを「就業支援センター」と呼ん

でいる。 

２０１０年３月現在、北海道沼田町の「沼田町就

業支援センター」（少年院仮退院者等の男子１２

名の定員）、北九州市の「北九州自立更生促進セ

ンター」（仮出所者の男子１４名の定員）及び茨

城県ひたちなか市の「茨城就業支援センター」（仮

出所者及び満期出所者等の男子１２名の定員）が

運営を開始している。 

身上調査書（しんじょうちょうさしょ）  

被収容者の犯罪や非行の概要や動機、共犯者

の状況、被害者の状況、生活歴、心身の状態

等が記載された書類。受刑者を新しく収容し

た時に、施設所在地の地方更生保護委員会等

に送付され、保護観察所の生活環境の調整に

使用される。 
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心神喪失者等医療観察法 

正式には「心神喪失等の状態で重大な他害行

為を行った者の医療及び観察等に関する法

律」。 

刑法３９条では、善悪を判断して行動する能

力がない（心神喪失）者の行為は「罰しない」、

あるいはその判断能力が著しく欠けた者（心

神耗弱）の者の行為は「刑を軽くする」と定

めている。心神喪失者等医療観察法は、殺人、

放火、強盗等の重大な他害行為を行い、心神

喪失・心神耗弱を理由に無罪や不起訴等にな

った者の社会復帰を促進するための処遇を定

めた法律。 

処遇の要否や内容は裁判官と精神保健審判員

（医師）の合議体が審判を行い決定する。検

察官の申立てがなされると、対象者は鑑定そ

の他医療的観察のために鑑定入院を命じられ

る。裁判所及び精神保健審判員は鑑定の結果

や生活環境を踏まえ、入院・通院・不処遇を

決定する。入院・通院中は厚生労働大臣が指

定する指定医療機関で専門的な治療を行う。

入院期間は標準１８か月程度、通院期間は原

則３年。裁判所は指定医療機関及び保護観察

所の申立てに基づき、対象者の退院、処遇終

了、再入院等を決定する。処遇終了が決定さ

れると、同法による処遇が終了する。 

参考⇒社会復帰調整官 

 

図９ 心神喪失者等医療観察の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審判 

家庭裁判所における少年の処分を決定する手

続き。調査を行い必要と認められた場合に開

催が決定される。成人の裁判に相当する。原

則として単独の裁判官により非公開で行われ

る。審判では少年が保護を必要としているか

（要保護性）が中心に審査され、少年に対す

る処分（保護処分）が決定される。 

参考⇒観護措置、少年審判、保護処分 

 

生活環境の調整 

刑事施設や少年院等の矯正施設に収容されて

いる者の社会復帰が円滑に進められるよう、

釈放後の生活環境を調整すること。保護観察

所によって行われる。調整事項としては釈放

後の住居の確保、引受人の確保、改善更生を

妨げるおそれのある生活環境からの離脱等の

方策がある。調査内容は仮釈放等の審理に活

用される。 

生活行動指針 

保護観察における指導監督を適切に行うため

に保護観察所の長が定めた生活や行動の指針。

保護観察対象者は、生活行動指針が定められ

たときは、これに即して生活し、及び行動す

るよう努めなければならない。特別遵守事項

と異なり、違反した場合でも直接不良措置に

結び付かない。 

参考⇒一般遵守事項、特別遵守事項 

接見（せっけん）  

被疑者・被告人が弁護人又は家族・知人等と

面会すること。書類や物品の授受が認められ

ている。しかし、逃亡または罪証隠滅のおそ

れがある場合には、裁判官の決定によって、

弁護人以外の者の面会及び物品の授受を禁止

される。 

前科 

以前に有罪判決や刑罰を受けたこと。一定の

前科がある者が再び罪を犯した時は、前科の

あることが刑の加重の要件とされたり、執行
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猶予を付しえない要件となる。ただし２０歳

未満の少年時に犯した罪は前科とはならない。

前科があることによって各種の資格（権利）

が制限されることがある。 

送検（そうけん） 

警察官が検察官に犯罪事件を申し送ること。

検察官は捜査を行い、証拠に基づいて犯罪の

可否、処罰等を考慮して事件を起訴するか不

起訴にするかを決定する。逮捕後４８時間以

内に被疑者を捜査書類と共に送る「身柄送検」

と、被疑者の逮捕・勾留が必要ない等の理由

により捜査書類のみを送付する「書類送検」

に分かれる。 

 

【た】 

ダイバージョンdiversion 

  正式の刑事手続を回避・離脱し、非刑罰的処理

方法を選択すること。警察段階での微罪処分、

検察での不起訴処分、裁判での執行猶予などが

これに当たる。 

広義では、刑務所からの仮釈放も含む。刑事

手続から早期に離脱させることにより、でき

る限り本人及び関係機関双方の負担を減らそ

うというもので、本人にとっては社会からの

ラべリングの回避や早期の社会復帰につなが

り、司法機関側は訴訟準備等の負担が減るこ

とで重大犯罪などにリソース社会資源を集中

することができるというメリットがある。 

 

図１０ ダイバージョンの流れ 

 

 

逮捕（たいほ） 

被疑者が逃走を企てたり証拠を隠滅しそうな

場合に、その身柄を拘束すること。逮捕した

警察官は、逮捕後４８時間以内に、被疑者の

身柄を検察官に送検しなければならない。 

通常逮捕、緊急逮捕、現行犯逮捕、準現行犯

逮捕の４種類がある。 

参考⇒検挙 

玉入れ（たまいれ）  

歯ブラシの柄や消しゴム、シリコン等を球状

にして、男性陰茎部の皮に爪楊枝等で穴を開

け、その部分に上記異物を入れること。 

断指（だんし） 

指を切り落とすこと。反社会的集団との関与

の度合いを示す指標として、矯正施設関係の

書類に記載されることがある。 

地方更生保護委員会（ちほうこうせいほごいいんか

い） 

法務大臣の管理のもとに、仮釈放・仮出院の

許可及び取り消し、不定期刑の終了等につい

ての権限を有する機関。保護観察所の事務の

監督にもあたる。北海道、東北、関東、中部、

近畿、中国、四国、九州に設置されている。 

懲役（ちょうえき） 

受刑者を刑事施設にとどめ一定期間刑務作業

に服させる、自由刑（施設に拘禁して自由を

剥奪する刑罰）の一種。刑期の定めがある「有

期懲役」と、刑期の定めがない「無期懲役」

がある。 

当番弁護士制度（とうばんべんごしせいど） 

被疑者や家族等からの求めにより、初回無料

で弁護士を派遣する制度。一定以上の罪で起

訴された被告については国選弁護制度がある

が、起訴前は自費で選任するしかなかったこ

とから、平成４年に日本弁護士連合会によっ

て提唱・設置された。申出を受けると各地の

弁護士会から派遣された当番弁護士が接見し、

権利の説明や助言を行う。初回以降の費用に

ついては日本弁護士連合会からの援助を受け

ることができる場合もある。 

参考⇒国選弁護制度、被疑者国選弁護制度 

特別遵守事項（とくべつじゅんしゅじこう）  

個々の保護観察対象者ごとに定められる遵守
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事項。一般遵守事項・特別遵守事項に違反し

た場合は仮釈放取消等の「不良措置」がとら

れる。 

参考⇒一般遵守事項 

特別調整 

刑務所や少年院に入っている者のうち、帰る

場所がなく、かつ高齢や障がいといった問題

を抱える者について、退所後に福祉的な支援

を受けることが出来るよう、各関係機関が連

携して特別の手続により社会復帰のための調

整を行い、その再犯を防ごうとするもの。 

特別調整対象者→「特別調整」 

特別法犯→「刑法犯」 

特化ユニット 

社会復帰促進センターに設置された精神又は

身体に障がいを有する受刑者を収容する区域。

認知行動療法、SST（社会生活技能訓練）、作

業療法（農園芸・陶芸）等の専門的なプログ

ラムを受けさせることで、社会適応力や身体

機能を向上させ、改善更生の意欲を喚起する

とともに、円滑な社会復帰を促すことを目的

としている。 

参考⇒ＰＦＩ刑務所 

 

【な】 

日本司法支援センター（法テラス） 

総合法律支援法に基づき国により設立された

法人。裁判その他の法による紛争解決のため

の制度の利用をより容易にするとともに、全

国に事務所を設置して弁護士や司法書士など

法律の専門家のサービスをより身近に受けら

れるよう総合的な支援を実施している。主に

「情報提供業務」・「民事法律扶助業務」・

「司法過疎対策業務」・「犯罪被害者支援業

務」・「国選弁護等関連業務」の５つを業務

とし、無料法律相談・裁判費用立替や刑事手

続弁護支援等を行っている。 

入所度数（にゅうしょどすう）  

刑事施設への入所回数を示す数値。 

参考⇒準初入、累犯 

 

任意保護 

保護観察所の委託ではなく本人からの申出に

基づき、更生保護施設が任意で保護を必要と

する者を収容すること。保護観察期間、更生

緊急保護の期間が過ぎた者等があてはまる。

委託費は支給されない。 

認知件数 

警察において被害の届出もしくは告訴・告発

に基づき、事件の発生を確認した件数。実際

に発生した犯罪・非行との間には差（暗数）

が生じる。 

 

図１１ 認知件数の範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【は】 

罰金 

財産刑（財産の剥奪を内容とする刑罰）の一

種。金額は１万円以上。罰金を完納すること

が出来ない者は労役場に留置され労役を行う。 

参考⇒労役場 

犯罪少年 

罪を犯した１４歳以上２０歳未満の者。 

参考⇒虞犯少年、触法少年 

引受人 

少年院・刑務所入所者について、退所（退院）

後、身柄を引き受ける人のこと。本人と生活

を共にする等して、退所（退院）後の本人の

改善更生に協力する。 

被疑者（ひぎしゃ） 

 犯罪の嫌疑を受け、捜査機関による捜査の対
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象とされているが、まだ検察官によって起訴

されていない者。「容疑者」は俗称。 

参考⇒被告人 

被疑者国選弁護制度 

国民に公正な裁判を受ける権利を保障するた

め、被疑者に資力がない場合に勾留時から国

費で弁護人を付けることができる制度。平成

２１年５月からは、窃盗等の法定刑の上限が

３年を超える容疑で逮捕された被疑者につい

ても、国選弁護を依頼できるようになった。 

参考⇒国選弁護制度、当番弁護制度 

非行名→「罪名」 

被告人 

起訴されたが、その裁判が確定していない者。

刑事裁判では「被告人」が使われる。なお、

民事・行政裁判では訴えを起こされた側を「被

告」、訴えた側を「原告」という。 

参考⇒原告、被疑者 

微罪処分 

処分の必要がないと検察官に指定された軽微

な犯罪について、被疑者を送検せず、警察段

階で刑事手続きを終了させること。 

参考⇒ダイバージョン 

不起訴 

ある事件において検察官が裁判所に起訴をせ

ず刑事手続きを終了させること。起訴する条

件が欠けている場合、法律上罪とならない場

合、事件が罪とならぬか、罪となる条件が不

十分な場合、刑が免責されている場合、起訴

する条件があるものの、起訴・処罰の必要性

がない場合（起訴猶予）になされる。 

参考⇒起訴猶予 

婦人補導院 

売春防止法に定める売春勧誘等の罪を犯して

補導処分に付された成人女子を収容する国立

の施設。職業補導を主とし、更生の妨げとな

る心身の障がいに対する医療を行い、自立更

生をめざす。収容期間は６か月。東京に１か

所設置されている（平成２１年４月現在）。 

参考⇒補導処分 

不定期刑 

刑期を定めず、その執行状況に応じて刑期を

満了させるもの。わが国では刑事処分の対象

となった少年に、懲役や禁錮という処罰を科

す場合にのみ採用されている。具体的には刑

期の上限と下限のみを決めて宣告し、受刑者

の改善具合をみて決定するもので、少年の教

育的保護を目的としている少年法の精神に基

づき採用されている。 

不良措置（ふりょうそち） →「一般遵守事項」 

文身（ぶんしん）  

入れ墨、または入れ墨を入れること。 

法定期間の末日（ほうていきかんのまつじつ） 

仮釈放の要件となる期間が経過する日。具体

的には以下の日をさす。 

有期刑：執行すべき刑期の３分の１の期間を経

過する日 

無期刑：１０年を経過する日 

少年の時裁判の言渡しを受けた者の特例： 

不定期刑：短期の３分の１の期間を経過する 

     日 

１０年以上の有期刑：３年を経過する日 

無期刑：７年を経過する日 

ただし、少年法の規定により犯罪を行った

とき１８歳未満であったため死刑から無期

刑に緩和された者については、１０年を経

過する日 

法定（通算）（ほうてい（つうさん））  

未決通算の一つ。法律上必ず行わなければな

らない未決通算で、刑事訴訟法により、判決

言渡し後から上訴の提起期間中の未決勾留の

日数等、通算すべき日数が定められている。 

参考⇒裁定（通算）、未決通算 

法テラス→「日本司法支援センター」 

保護カード→「更生緊急保護」 

保護観察 

犯罪者や少年の改善更生と社会復帰を目的と

して、社会の中でふつうの生活を営ませつつ、

遵守事項を守るよう指導・監督し、必要な補

導・援護を行うこと。 



- 13 - 

保護観察は「指導監督」と「補導援護」の実

施形態で行われる。「指導監督」は面接等に

より保護観察に付されている者の行状の把握

と共に、所定の遵守事項を守るように指導を

行う。「補導援護」は更生に必要な教養、医

療、保養、宿泊、宿所、職業等を得るように

援助し、家庭環境調整のためのアドバイスを

行う。 

 

図１２ 保護観察の種類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保護観察官 

保護観察所に配置されている、心理学、教

育学、社会学、その他の更生保護に関する

専門的知識に基づいて、更生保護及び犯罪

予防に関する事務に当たる国家公務員。 

保護観察所 

法務大臣のもとに各地方裁判所の所在地ごと

に設置される機関。保護観察の実施のほかに、

犯罪予防のための世論の啓発指導、地方住民

の活動の助長等を行う。保護観察官が置かれ、

保護司の協力を得て活動する。全国に５３か

所設置されている（平成２１年４月現在）。 

保護司 

犯罪や非行をした人の立ち直りを地域で支え

るボランティア。法務大臣から委嘱を受け、

非常勤の国家公務員とされているが、給与は

支給されない。保護観察官と協働して、保護

観察、刑事施設や少年院に入っている人の帰

住先の生活環境の調整を行うほか、関係機関

団体と連携して犯罪予防活動を行っている。

全国で約４９，０００人が委嘱されている。 

 

保護上移送（ほごじょういそう） 

収容されている刑事施設が本人の帰住地から

遠隔であり、身体または精神に障がいがある

等の理由で、本人が独力で帰住することが困

難であると認められる場合等に釈放前に本人

の帰住地の近隣の刑事施設へ移送すること。 

保護処分 

家庭裁判所が非行少年に対して行う少年法上

処分。少年法においては、少年は成人と比べ

ると人格的に発展途上にあるため、改善更生

の可能性（可塑性）を有していること、また

環境からの影響を大きく受けるため、本人の

責任に帰すべきものが小さいことから、犯罪

の事実に対する刑罰よりも、少年の成長発達

に対する援助が重視されている（保護主義）。

「保護処分」とは、このような観点から行わ

れる、少年の非行性を除去し、犯罪の危険性

から少年を保護することを目的とした、福祉

的・教育的な措置処分であり、刑罰ではない。

保護観察、少年院送致、児童自立支援施設等

送致の３種類がある。なお場合によっては成

年と同じ様に刑事処分を 

受ける場合がある。 

参考⇒少年審判、保護観察 

保釈 

退所後の住居の制限等の条件の下に、勾留中

の被告人の身柄を釈放すること。被告人にの

み行われ、起訴する前の被疑者段階では認め

られていない。保釈時には一定額の保釈保証

金を納付し、理由なく裁判所の出頭に応じな

い場合や付された条件を守らなかった場合に

は没取される。 

参考⇒勾留、被告人 

補導委託→「試験観察」 

補導援護→「保護観察」 

補導処分 

成人売春者に対する更生のための処分。刑が

執 行猶予になった場合に限り、婦人補導院

に収容し更生に必要な指導が行われる。 
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参考⇒婦人補導院、保護観察 

【ま】 

満期釈放 

拘禁すべき期間の満了により身柄の拘束を解

く処分。主に、懲役刑・禁錮刑の刑期終了に

より釈放される場合を指す。受刑者の場合、

刑期満了日の翌日の午前中に釈放すべきとさ

れている。 

参考⇒仮釈放制度、更生緊急保護 

未決拘禁者（みけつこうきんしゃ）  

逮捕され、裁判が確定するまでの間、逃亡や

証拠隠滅のおそれがあるとして、身体を拘束

されている被疑者・被告人のこと。拘置所や

警察署内の留置施設等に収容される。 

参考⇒拘置所、留置施設 

未決通算（みけつつうさん）  

勾留によって拘禁された日数を刑に算入する

こと、又は算入される日数をいう。算入され

た日数について、刑期から控除される。「法

定通算」と「裁定通算」がある。 

参考⇒裁定（通算）、法定（通算） 

民事裁判 

私人（法人も含む）の間に生じた紛争を裁判

によって法律的に解決するための手続き。 

参考⇒刑事裁判 

無期刑 

刑期を定めずに刑事施設に拘禁する刑罰。無

期懲役と無期禁錮がある。無期懲役・無期禁

錮いずれの受刑者も、執行刑期１０年経過後

に本人の改悛の状がある時に、仮釈放が認め

られる。 

 

【や】 

有印私文書偽造（同行使）（ゆういんしぶんしょぎ

ぞう（どうこうし））  

他人の印鑑や署名を使って文書を偽造し、カ

ードや通帳を作る等して金品を騙し取る犯罪。

交通違反等で他人の名前を申告しても同罪に

当たる。 

 

 

【ら】 

略式手続き 

５０万円以下の罰金または科料にあたる罪に

ついて、簡易裁判所が公判を開くことなく刑

事手続きを行う簡略化された裁判の手続き。 

留置施設（りゅうちしせつ）  

都道府県の警察署内に設置され、警察に逮捕

された被疑者を収容する施設。勾留された者

についても収容される場合がある。留置場、

留置所ともいう。 

領置（りょうち） 

刑事施設が被収容者の占有する物品及び現金

を保管すること。領置された物品及び現金は

被収容者が釈放される際に引き渡される。 

累犯（るいはん）  

犯罪を反復累行すること。刑法上、懲役に処

せられた者が、その刑の執行を終わり、又は

執行を免除された日から５年以内の再犯に対

し、刑の加重をすることとしている。入所度

数では「累○入」と記載される。 

参考⇒準初入、入所度数 

 

労役場（ろうえきじょう）  

罰金または科料を完納することが出来ない者

を留置して労役を課す場所。刑事施設に附置

される。 

参考⇒科料、罰金 

 

【英数字】 

BBS（Big Brothers and Sisters Movement）会 

非行少年に対して「兄」や「姉」の立場に立

って、非行防止・健全育成を援助する青年ボ

ランティア団体。全国に約４９５の地区会が

あり、約４，３００人の会員がいる（２００

９年４月現在）。 

CAPAS（Correctional Association 

Psychological 

Assessment Series） 

能力検査成人受刑者の作業能力や学力を測定
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するために財団法人矯正協会によって開発さ

れた検査。検査は集団で実施される主に作業

適正や思考判断能力を測定する能力検査と、

個別に実施される基礎学力を測定する能力検

査に分かれる。刑事施設に入所した者の処置

を決定する際にCAPAS 能力検査の結果が参考

にされる。知能指数との比較では、「IQ 相当

値」が使用される。 

PFI（Private Finance Initiative）刑務所 

PFI とは、民間の資金と経営能力・技術力（ノ

ウハウ）を活用し、公共施設等の建築、維持

管理、運営等を行う公共事業の手法。矯正事

業では、「美祢社会復帰促進センター（山口

県）」、「島根あさひ社会復帰促進センター

（島根県）」、「播磨社会復帰促進センター

（兵庫県）」、「喜連川社会復帰促進センタ

ー（栃木県）」がPFI 事業を用いて運営され

ている（平成２７年１２月現在）。 

 

 

 


